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午後３時００分開会 

 

１ プロジェクト型の新規採択調査案件  

 

○ 小川座長 それでは、お時間になりましたので、第５３回「開発協力適正会議」を始

めさせていただきます。 

   今回の適正会議は、前回と同様に、Ｔｅａｍｓを利用したテレビ会議形式で行いま

す。そのため、途中、音割れや途切れることがありましたら、随時御指摘をいただき

たいと思います。 

   それでは、プロジェクト型の新規採択調査案件について、議論を始めることにした

いと思います。本日は、事務局から提示されました新規採択調査案件であります、ミ

ャンマー、スーダン、セネガルの三つの案件を扱います。説明者から各案件の外交的

意義の説明及び委員のコメントに対する回答を行っていただき、その後、議論を行い

たいと思います。 

   まず最初の案件ですけれども、ミャンマー、アーロンガスコンバインドサイクル火

力発電所設備更新計画準備調査、プロジェクト形成（有償）であります。 

   説明者から外交的意義の説明及び委員のコメントに対する回答をお願いしたいと思

います。よろしくお願いいたします。 

 

(1) ミャンマー「アーロンガスコンバインドサイクル火力発電所設備更新

計画準備調査」(有償) 

 

○ 渡邊外務省国別開発協力第一課長 外務省国別開発協力第一課長の渡邊です。よろし

くお願いいたします。 

●  １点目のミャンマー、アーロンガスコンバインドサイクル火力発電所設備更新計画に

つきまして、本計画を実施する外交的意義といたしましては、ミャンマーは中国とイ

ンドの間に位置する地政学的に重要な国でありまして、経済発展の大きな潜在力を有

するミャンマーの安定は、地域全体の安定と繁栄に直結しております。我が国は、こ

れまでミャンマー政府による民主化、国民和解、経済発展の取組を全面的に支援して

きております。 

   ２０１６年１１月、安倍総理大臣（当時）とアウン・サン・スー・チー国家最高顧

問の会談において、我が国は、ミャンマーの国民和解を経済面から支えるため、同国

の州・地域間のバランスの取れた開発を全面的に後押しすべく、九つの柱から成る日

本・ミャンマー協力プログラムを発表しました。さらに２０１７年１１月のＡＳＥＡ
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Ｎ関連首脳会議における日ミャンマー首脳会談において、ヤンゴン都市開発、運輸及

び電力の３分野を中心に具体的協力を加速することで認識を共有しております。 

   本計画は、ミャンマーの増加する電力需要に対応し、電力供給体制の安定・強化を

図るために既設の火力発電所及び関連設備の更新を行うものでありまして、日本・ミ

ャンマー協力プログラムの柱の一つである産業発展を可能とするエネルギー協力の着

実な実施に寄与し、ミャンマーの経済発展への貢献が期待されることから、外交的意

義は高いと考えております。 

   それでは、委員からいただいております質問に対する回答に移らせていただきます。

私は、田辺委員からいただいている御質問１問と、松本委員、西田委員からいただい

ている質問の二つの質問に対してお答えさせていただきまして、テクニカルな部分に

つきましての回答はＪＩＣＡからお願いしたいと思っております。 

●  田辺委員からの御質問ですが、２０１９年６月閣議決定のパリ協定に基づく成長戦

略としての長期戦略（ＬＴＳ）では、海外におけるエネルギーインフラ輸出をパリ協

定の長期目標と整合的に世界のＣＯ２削減に貢献するために推進していくと定めてい

るが、本事業との整合性はどのように確認しているか、でございます。 

   回答といたしましては、パリ協定は全ての締約国に対して、同協定の目的を達成す

るため自国が決定する貢献、ＮＤＣを作成し、取り組むことを規定しています。 

   経済成長に伴い、電力需要が大幅に増加することが見込まれているミャンマーでは、

水力発電に加え、ガス火力発電も脱炭素社会を達成するまでの主力エネルギーの一つ

として活用されることとなっています。 

   本計画の対象となる既設の発電設備は発電効率が低いため、本計画において高効率

のガスタービン設備を導入することで、既存の設備と比較してＣＯ２の排出量を発電

単位当たり約１７．５％削減できると試算しております。これはミャンマーがＮＤＣ

で掲げるＣＯ２排出量の削減と国家の電化率向上の両立、つまり社会経済対策と環境

面での持続可能性の正しいバランスを追求することにより、ミャンマーの気候変動に

対するコミットメントを示す機会とするとの方針とも合致するものです。 

   また、パリ協定においては、温室効果ガスの低排出型の発展のための長期的な戦略

の策定が要請されているため、日本はパリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（Ｌ

ＴＳ）を策定しました。同戦略では、脱炭素化の実現に向けて、世界が従来型の化石

燃料利用への依存度を可能な限り引き下げていけるよう、相手国のニーズに応じ、Ｃ

Ｏ２の排出削減に資するあらゆる選択肢を提示した上で、エネルギーインフラ輸出の

国際展開を行うことを定めています。 

   また、同時に、同戦略は、特にＬＮＧについては、過渡期においてはパリ協定の長

期目標と整合的に世界におけるＬＮＧの導入のための制度、インフラ整備への協力等

を通じ、よりクリーンなガス利用へのシフトを支援すると定めています。 

   以上により、高効率のガスタービン設備を導入する本計画は、パリ協定と整合的で
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あると考えております。 

●  続きまして、松本委員からは、既存の火力発電所の更新は次善の策ではあるものの、

パリ協定やインフラシステム輸出戦略などを踏まえれば、エネルギー分野でのより積

極的な脱炭素化の支援が重要だと考える、さきに改訂された日本政府のインフラシス

テム輸出戦略では、世界の脱炭素化をリードしていくため、脱炭素移行政策誘導型イ

ンフラ輸出支援を推進していくことを基本方針としている、本案件を含め、対ミャン

マーＯＤＡの脱炭素移行政策誘導をどのように考えているのか、お聞かせいただきた

い、また、西田委員からは、本火力計画において、先般策定されたインフラ海外展開

に関する新戦略の骨子で新たに規定された相手国の脱炭素化の政策要件をどのように

整理されているかが記述されていません、この点をお知らせください、との質問をい

ただいております。 

   回答といたしましては、本年７月に策定されたインフラ海外展開に関する新戦略の

骨子では、世界の脱炭素化をリードしていくため、相手国のニーズを深く理解した上

で、風力、太陽光、地熱等の再生可能エネルギーや水素エネルギーマネジメント技術、

ＣＣＵＳ、カーボンリサイクル等も含めたＣＯ２排出削減に資するあらゆる選択肢の

提案やパリ協定の目標達成に向けた長期戦略など、脱炭素化に向けた政策の策定支援

を行う脱炭素移行政策誘導型インフラ輸出支援を推進していくことを基本方針として

います。 

   我が国は、これまでミャンマーの電力分野について、ミャンマーのニーズを踏まえ、

電力計画の策定及び水力、火力発電設備、送変電設備設置の支援を行ってきました。

ミャンマーの２０３０年の電源構成計画では、２０２０年時点の設備容量から水力発

電を含む再生可能エネルギーを約７，５００メガワット増加させることが定められて

いますが、経済成長に伴い、今後も大幅に拡大すると見込まれるミャンマーの電力需

要に対応し、安定的で質の高い電力の供給を実現するためには、再生可能エネルギー

の導入に加え、高効率のガス火力発電等も引き続き重要な電源となる見込みです。 

   ２０１９年度に採択した技術協力プロジェクト、電力開発計画実施促進プロジェク

トにおいては、２０４０年に向けたミャンマー電力マスタープランの更新等を支援す

る予定であり、同マスタープランでは、急増するミャンマーの電力需要に対応しつつ、

低炭素技術の適用、低炭素社会の実現を推進すべく、再生可能エネルギーや高効率の

ガス火力発電の効果的な活用等を検討する予定です。 

   以上でございます。 

 

○ 馬場ＪＩＣＡ東南アジア第四課長 それでは、続きまして、ＪＩＣＡにてミャンマー

の担当課長をしております、私、馬場から、幾つかいただいております御質問に対し

て、まとめて回答させていただければと思います。 

●  一つ目ですが、田辺委員から、現在、ミャンマーの２０３０年の電力供給予備率は
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何％と予測されているかという御質問をいただいております。 

   ２０１９年に国会承認されました２０３０年の電源構成計画では、最大需要に対す

る総設備容量の割合として、約１２０～１３０％の範囲に収めることが定められてお

ります。 

●  続きまして、二つ目の御質問ですが、同じく田辺委員、また道傳委員からいただい

ている御質問です。ＩＥＡのＳｏｕｔｈｅａｓｔ Ａｓｉａ Ｅｎｅｒｇｙ Ｏｕｔｌｏ

ｏｋでは、パリ協定やＳＤＧｓを達成する持続可能な開発シナリオにおいて、東南ア

ジア各国は７０ギガワット程度の天然ガス火力の新設を許容されているものの、７倍

以上の約４５０ギガワットの再エネの導入が必要とされている。ミャンマーの電力計

画における天然ガス火力と再エネの比率を教えていただきたい。 

   また、経済発展に伴い安定した電力の供給は喫緊の課題と理解していますが、将来

的な再生可能エネルギーの導入増加の見通しはあるのでしょうかという御質問をいた

だいております。 

   回答ですが、２０３０年の電力構成計画では、ガス火力発電を４，７５８メガワッ

ト、水力を含む再生可能エネルギーを１万８９６メガワットとすることが計画されて

おりまして、２０２０年時点では２対２．７のところ、２０３０年ではその比率とし

て約２対５と想定されています。 

   特に再エネにつきましては、２０２０年時点の設備容量から、向こう１０年間で約

３倍に増強させる計画となっており、２０２０年５月には太陽光発電に係るミャンマ

ー初のＩＰＰ事業などの入札が行われていると承知しております。 

●  次に三つ目の御質問ですけれども、同じく田辺委員からいただいております。案件

概要書では、高効率のガスタービン導入を通じて温室効果ガスの排出削減が見込まれ

る場合、気候変動の緩和策に資する可能性があるとの記載があるが、追加性はどのよ

うに確認するのか。同国のエネルギー計画がパリ協定の長期目標と整合していない可

能性があること、１５４．２メガワットから３４０メガワットに容量が増えるため、

トータルでＧＨＧ排出増につながること、また、同国では、近年建設予定のガス火力

発電設備と比較して大きな追加性は想定できないことなどから、緩和策とするのは極

めて困難と考えられるがいかがかという御質問をいただいております。 

   回答ですが、本計画の対象となる既設の発電設備は、発電効率が低く、本計画にお

いて高効率のガスタービン設備を導入することで、既存の設備と比較して、ＣＯ２の

排出量を発電単位当たり約１７．５％削減できると試算しております。 

   また、今回の事業の実施機関である発電公社（ＥＰＧＥ）は、足元の電力需要の逼

迫に一時的に対応するため、短期契約により低効率なＩＰＰガス火力発電、緊急電源

を既存発電所に隣接して設置しておりますが、本計画の完了後、同緊急電源について

は不要になることから、既存の発電設備に加え、当該緊急電源からのＣＯ２排出量に

ついても考慮して調査を行い、本案件が緩和策にどのように資する可能性があるかを、
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今後、調査の中で確認する想定としております。 

●  続きまして、同じく田辺委員から、アーロン火力発電所は、ＴＴＣＬ、中国電力、

四国電力が買収したとの発表がなされているが、本事業との関係を教えていただきた

い。同国のガス火力発電において、民間資金による資金調達が可能なのであれば、円

借款は不要ではないか。 

   同じく道傳委員からも、アーロン火力発電所では、日本の電力会社が発電事業に参

画しているスキームがある由、日本の電力会社の比較優位とどのようなスキームなの

か御教示くださいという御質問をいただいております。 

   回答ですが、アーロン地区では、２０１３年にＴＴＣＬが約１２０メガワットの火

力発電所、ＩＰＰを建設し、中国電力、四国電力の出資の下、長期売電契約に基づき

電力供給を行っていると承知しております。加えて、アーロン地区にて、ＴＴＣＬが

新たなガス火力発電所、こちらもＩＰＰを設置する計画があるとも承知しております。

一方、本計画で整備される発電所は、これらＩＰＰ事業とは別のものでありまして、

実施機関であるＥＰＧＥが公的資金により行う公共事業となります。ＩＰＰ事業は官

民の適切なリスク、コスト分担など、調整すべき課題が多く、需給に応じて柔軟には

発電容量を調整することも困難であるため、ＥＰＧＥはＩＰＰのみならず、公的資金

による発電設備の増強も引き続き重視しているという方針です。 

   なお、日本の電力会社の比較優位は、質の高い運用、保守技術、またＡＩやＩｏＴ

などのデジタル化技術だと承知しております。 

●  次に岩城委員からいただいている御質問ですが、現在の既設火力発電所の設備利用

率が１８．６～２５．１％と低いのには、設備、供給量、運用のどの点に要因がある

のか。運用の問題であれば、設備更新ではなく、まず運用効率の改善を行うべきであ

り、その問題が解消しないと、今回の案件を実施しても、この点の改善が難しいので

はないかという御質問をいただいております。 

   回答ですが、既存のアーロン火力発電所は、既に２５年超運用され、ガスタービン

の累計運転時間も１５万時間を超え、設備の老朽化が原因で設備利用率が低下してお

ります。ＥＰＧＥは、過去４０年以上にわたり火力発電所の施工、また運営、維持管

理を直営で行っておりますので、技術面で特段の問題は承知しておりません。ただし、

御指摘のとおり、運営、維持管理の体制能力、また中長期の計画等については、改め

て協力準備調査にて確認する予定としております。 

   また、昨年度採択の技術協力プロジェクト、電力開発計画実施促進プロジェクトを

通じ、ＥＰＧＥも含めた体制強化を支援する予定であり、同技プロとの連携を予定し

ております。 

●  同じく岩城委員からの御質問ですが、世銀も同じくヤンゴンで同規模のガスコンバ

インドサイクル火力発電所の設備更新を実施中だが、本案件が本邦技術活用案件とな

った場合、世銀案件に比べて性能にどれほどの差が見込まれるのか。また、国内で利
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用可能なガス供給量に制約があり、協力準備調査にて同国の中長期的なガスの調達・

供給計画とその実現性を確認するということだが、世銀実施のプロジェクトを含め、

複数の発電所への供給の確保について、どのように考えているのか。 

   同じ御質問として、竹原委員から、発電用燃料の供給源は何か。また、中長期的か

つ安定的な供給は担保されているのか。 

   松本委員から、案件概要書の４．にあるように、国内ガス田からの供給ルールがど

のようになっているのかが、ミャンマーの場合、非常に重要だと考えられる。場合に

よっては、ガスの供給の問題から、本案件の大幅な見直しも考えられるのかという御

質問をいただいております。 

   まとめて回答いたします。世銀案件で本邦企業と競合すると見られる他国企業の製

品と本邦製品には大きな性能の差はないと見込まれます。本計画は、アンタイドで実

施される予定ですが、本邦企業の参画の余地については、協力準備調査にて調査する

予定です。 

   世銀の支援で設備更新されるイワマのガス火力発電所へは、既存のイワマガス発電

所で使用されていたガスが分配される予定と承知しています。本計画で整備される発

電所へのガスの供給につきましては、現時点でＥＰＧＥ、実施機関は、プライオリテ

ィーが高い順番に既存のアーロンガス火力発電所等に供給される国内のガス田からの

ガス、二つ目として、新規開発予定の国内ガス田からのガス、三つ目、輸入ＬＮＧの

活用、これら三つをオプションして想定しております。 

   ガス供給の確認は、本案件実施の大前提であることから、以上について協力準備調

査にて長期的なガスの調達、供給計画とその実現性を確認し、本計画へのガスの供給

に係る複数の手段について、ミャンマー政府と協議、合意する想定でおります。 

●  続きまして、岩城委員からいただいた御質問です。本案件実施地はヤンゴンの中心

地にかなり近いようだが、ヤンゴンの今後の発展を見据え、環境問題を含め、この立

地は問題ないのか。また、世銀実施のヤンゴン案件は本案件と比較し、どのような立

地にあるのかという御質問をいただいております。 

   回答ですが、最大の電力需要地であるヤンゴンやティラワを含む南部での発電と安

定供給の実現か必要とされている中、ＥＰＧＥとしては、ヤンゴン管区内の既設の低

効率な発電設備を高効率な設備に更新することで、送電ロス等の影響を受けず、効率

的に電力供給体制の整備を計画しているものとなります。 

   環境への影響につきましては、協力準備調査で詳細は確認いたしますが、既設の設

備は大気汚染物質の除去設備を備えていないことから、窒素酸化物等による環境負荷

が大きく、本計画により同負荷が軽減される見込みです。 

   世銀が支援するイワマのガス火力発電所との比較においては、同発電所の建設予定

地周辺には住宅地がある一方、本計画の建設予定地はヤンゴン港や発電所等に囲まれ

た住宅地から離れた場所にあり、ミャンマー政府が定める工業地域基準の適用範囲に
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該当いたします。 

●  続きまして、竹原委員からいただいた御質問です。ミャンマーに進出する日本企業

にとって、インフラの一層の整備、特に発電部門の増強は、事業活動を行う上で極め

て重要である。安定的で質の高い電力の供給は、今後のミャンマーにおける経済成長

の鍵を握る要素の一つ。同国政府も電力問題の解決に積極的に取り組んでおり、本調

査に期待するものであるという御指摘をいただいております。 

   回答ですが、御指摘のとおり、本計画において発電される電力は、ヤンゴン管区内

の送電線を通じてナショナルグリッドに供給され、ミャンマー南部の電力の安定供給

に貢献する見込みであり、ミャンマーの経済発展及び国民の生活向上に寄与する想定

でおります。 

●  続きまして、松本委員からいただきました御質問です。ヤンゴンの人口密集地に近

い場所であることを考えると、設備容量が２倍以上になることに伴う環境社会影響が

懸念される。カテゴリーＡとして協力準備調査が行われる計画だが、大幅な建設地の

変更や発電方法の代替案までは検討されないことが多いと理解している。より環境負

荷の小さい発電方法の代替案も含めて検討する可能性はあるのか、お聞かせいただき

たいという御指摘をいただいています。 

   回答ですが、事業対象地の変更及び環境負荷の小さい発電方法については、ＪＩＣ

Ａガイドラインで求められる代替案の検討、例えばプロジェクトを実施しない場合と

の比較やより環境社会への影響が少ない事業実施方法を協力準備調査で検討する予定

としております。 

   実施機関であるＥＰＧＥは、足元の電力需要の逼迫に一時的に対応するため、短期

契約により低効率なＩＰＰガス火力発電、いわゆる緊急電源を既存発電所に隣接して

設置しておりますが、本計画の完了後、同緊急電源は不要になることから、既存の発

電設備に加え、当該緊急電源も併せ全体としての環境負荷軽減を調査の中で確認して

まいります。 

●  最後、西田委員からいただいている御質問です。過去の教訓で触れられているガス

供給に係る複数の代替シナリオについて、ベトナムでの計画で発生した具体的な問題

と本計画で起こり得るシナリオを御教示いただけますかといただいております。 

   回答ですが、ベトナムでの計画では、事業審査時において、ＯＤＡ事業外でのガス

田開発、ガスパイプラインの敷設の建設が計画されていたものの、その事業が実施さ

れず、ＯＤＡ事業で整備した発電所へのガス供給が遅延し、発電所の稼働率が低水準

にとどまるという問題が生じたと承知しております。 

   本計画では、現時点でＥＰＧＥは、既存のアーロンガス火力発電所等に供給されて

いる国内ガス田からのガス供給を最優先に考えておりますが、代替オプションとして、

新規開発予定の国内ガス田からのガス及び輸入ＬＮＧの活用により、ガス供給元の多

様化によるリスクの低減を図る予定でおります。協力準備調査では、中長期的なガス
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の調達、供給計画とその実現性を確認することにしております。 

   担当からの回答は、以上となります。 

 

○ 小川座長 どうもありがとうございました。それでは、ただいまからの説明者からの

説明について、追加で御質問、御意見がありましたら、委員の方、発言をお願いいた

します。田辺委員、どうぞ。 

 

○ 田辺委員 ありがとうございます。 

●  コメントとしては２点ございまして、一つは、パリ協定の長期目標との整合性につ

いてなのですが、ＮＤＣがパリ協定の長期目標と整合的でないということは、国連等

のレポートによって明らかなので、ＮＤＣに合致していることイコールパリ協定の長

期目標に合致しているとは言えないというのが一つです。 

   その上で、具体的にパリ協定との整合性を確認する際に、ぜひＩＥＡのシナリオ等

を御活用いただいて、少なくともサステーナブルディベロップメントシナリオ、もし

くは今回新しく導入された２０５０年ネット・ゼロのシナリオに基づいて、それとど

の程度乖離しているかどうかということをきちんと確認していただきたいということ

が、１点目の提案です。 

●  ２点目は、この事業が緩和策になり得るかどうかというのは、単位当たりの排出量

のみが向上するからといって、緩和策と位置づけていくのは、木を見て森を見ないと

いうか、部分最適化の考えだと思っております。私が質問事項の中で挙げたとおり、

包括的な観点から果たして緩和策に合致するかどうかというのは、極めて疑問ですの

で、そこは改めて包括的に検討いただければと思っています。 

   以上です。 

 

○ 小川座長 説明者の方、何かあれば、お願いします。 

 

○ 渡邊外務省国別開発協力第一課長 いただきました御指摘を踏まえて、引き続き検討

していきたいと思っております。以上です。 

 

○ 小川座長 ほかはいかがでしょうか。岩城委員、お願いします。 

 

○ 岩城委員 御説明どうもありがとうございました。 

   第１点目の技協プロとの連携というのは、期待できるコメントだと思いました。 

   ２点目のガスの供給についてなのですけれども、御説明の趣旨は十分分かるのです

が、イワマが既存ガスということで決まっている一方で、本プロジェクトはプライオ

リティーに応じて、既存、新規、輸入のオプションの中からという御説明だったので
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すけれども、逆に言いますと、決まっていないというか、どこかになりますと感じ取

れる部分がありますので、準備調査でどういう観点から確認が取れるのかということ

は、こういう問題はそう簡単にはいかないかと思うのですが、引き続き関心のポイン

トとしては残ったという感じがいたします。 

   最後に追加で１点は、本件の立地のことなのですけれども、今回、資料に地図をつ

けていただいたので、大変臨場感があって、よく見たところ、縮尺の関係でいうと、

マークがついているところと発電所の丸がついているところの距離が４キロぐらいと

なっております。どこから４キロなのかというのは、ここには書いてありませんけれ

ども、相当中心部という感じもいたしましたので、その距離で大丈夫かと思った次第

であります。御説明によりますと、立地分類が工業立地ということで、何ら問題ない

ということでありますが、今、老朽化しているものは２５年も使っているわけですの

で、新しくつくったものを２５年以上使うことになりますと、ヤンゴンの発展のスピ

ードに合わせてそれは大丈夫なのかという点が気になったということであります。 

   以上、説明をお伺いした上での追加コメントさせていただきます。ありがとうござ

いました。 

 

○ 小川座長 ありがとうございます。 

   説明者から御回答はありますか。 

 

○ 渡邊外務省国別開発協力第一課長 特にございません。 

 

○ 小川座長 引き続き調査していただくということで、よろしくお願いします。 

   ほかはいかがでしょうか。松本委員、どうぞ。 

 

○ 松本委員 松本です。 

   丁寧に御説明いただいて、ありがとうございました。 

●  私も２点あるのですけれども、ちょうど総理の所信表明が出されて、非常に強いメ

ッセージで実質ゼロを目指すということをおっしゃられたわけですので、特に海外で

はＯＤＡ事業というのが一番目立ってきますので、そこで、今、総理が打ち出した方

針、特にこれは外務省の委員会でして、ＪＩＣＡの委員会ではないので、外務省の委

員会としてどういうふうに日本の新しい政権のメッセージを具体的なプロジェクトで

伝えていくのかというのは、結構大事なことだと思います。 

   そういう意味で、ミャンマーの電力需要については、もちろん理解するところでは

あるのですが、一方で、どういうメッセージの伝え方にするのか。例えば中長期的に

は、先ほどの田辺委員の話にもあったように、パリ協定と整合性が取れていないミャ

ンマーのＮＤＣに対して、政策誘導的に持っていくというのが、今回の新しい戦略な
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わけですので、どうやって政策を誘導していくのか、その中で、既設案件の改修はど

ういう位置づけなのかということを、所信表明で出されたようなメッセージも踏まえ

ながら伝えていくことが大事なのではないかと思います。ＪＩＣＡの協力準備調査ま

で行ってしまうと、非常に技術的なところにとどまってしまう可能性がありますので、

外務省の段階で政策的な含意をこの事業の中に反映していただきたいと思うのが一つ

であります。 

●  二つ目は、ガスの供給です。これも御丁寧に返事をいただいてありがとうございま

した。私も先ほど岩城委員がおっしゃられたように、決まっていないのかというとこ

ろに不安を感じます。理由は、最近の新規のガス田の開発について、適切に私もフォ

ローができているわけではないのですけれども、これまではタイに輸出をするほうを

優先して、国内供給は契約の中で後回しにせざるを得ない部分もあったと思います。

そういう今のミャンマー政府の天然ガスそのものの輸出の契約と国内の電力需要の増

加に伴う国内のガスタービン、発電用の電力、このバランスを変えることを含めて検

討できるのか。例えば既存と新規とＬＮＧという話だったわけですが、それよりも現

在の国産の天然ガスの売り先の輸出と国内需要、この配分を変えるということはでき

ないのかというのが、２点目の御質問です。 

   以上、私からは２点です。 

 

○ 渡邊外務省国別開発協力第一課長 １点目でいただきました、技術協力ということで

はなくてということでありますけれども、政策的誘導的にしっかりとミャンマーに対

して説明していく、誘導していくということでございましたが、これにつきましては、

おっしゃるとおりだと思います。他方で、それを実際に実現していくツールとして、

技術協力プロジェクトでありますところの電力開発計画実施促進プロジェクトを行っ

ていきますので、そういったプロジェクトを通じて、それを実際に誘導していくとい

うことをやっていきたいと考えております。 

 

○ 馬場ＪＩＣＡ東南アジア第四課長 ＪＩＣＡです。 

   ２点目でいただきましたコメント、御質問、御指摘ですけれども、まさにこの調査

というスコープの中では、先ほど岩城委員からも御指摘いただきましたように、基本

としては、既存の発電所に既に供給しているものがございますので、そのスイッチ、

また、緊急電源として活用しているガスについてのスイッチ、これら二つをもって対

応することが大前提としては想定されております。ただ、まさにこれら二つのガスに

つきましても、国内ガス田からの供給なので、既存のガス田の供給余力がどれぐらい

あるのか、また、今後、新規で開発される余力がどれぐらいあり得るのかという点に

ついては、もう一度、ゼロベースで、調査の中できちんと確認していきたいという趣

旨で御説明しております。 
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   他方で、御指摘いただきましたように、既存のガス、国内から産出されるガスの過

半は、タイもしくは中国に輸出されているのが現状ですので、これから産出される新

規のガスとともに、これらガスの最終的な振り向け地について、２０３０年以降も見

据えながら、どういう割り振りを考えていくのかという点について、調査の中で確認

していきたいと考えております。 

   以上です。 

 

○ 小川座長 ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。西田委員、どうぞ。 

   西田委員とは、今、つながっていますね。 

 

○ 事務局 つながっています。 

 

○ 小川座長 西田委員、御発言があれば、お願いいたします。もしあれば、後で御発言

いただければと思います。 

   それでは、これで１番目の案件は終わりたいと思います。 

 

(2)  スーダン「リバーナイル州灌漑施設能力強化計画準備調査」(無償) 

 

○ 小川座長 続きまして、２番目の案件ですが、スーダンのリバーナイル州かんがい施

設能力強化計画準備調査、プロジェクト形成（無償）について、説明者から外交的意

義の説明及び委員のコメントに対する回答をお願いいたします。 

 

○ 黒宮外務省国別開発協力第三課長 外務省国別開発協力第三課長の黒宮です。よろし

くお願いいたします。 

   本件の事業概要ですけれども、スーダン東部のリバーナイル州において、既存のか

んがいポンプ設備の更新・改修及び用水路を含むかんがい施設の維持管理機材の供与

により、安定的なかんがい用水の供給を図り、スーダンの農業生産性向上、ひいては

農業所得の向上及び雇用創出に寄与するものです。 

●  外交的意義について申し上げます。スーダンは、アラブとサブサハラアフリカの境

界をなし、かつ南スーダンやリビア、中央アフリカといった情勢が不安定な国を隣国

に抱えています。スーダン情勢が不安定化しますと、周辺地域や我が国の通商、交易

上重要なシーレーンの一部である紅海やソマリア沖の安全にも波及することが懸念さ

れることから、スーダンの安定的な発展は、この地域の安定に資する重要な課題です。 

   スーダンにおいては、２０１９年の政変により３０年続いた独裁体制が崩壊し、現

在は暫定政府により２０２２年の選挙実施に向けた民政移管のプロセスが進められて
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おります。国際社会もスーダンの状況を注視しており、スーダン支援に関する支援国

会合を開催するなど、スーダンの新しい国づくりを支援する姿勢を見せています。日

本としても、経済協力の実施により、スーダンの新たな国づくりを後押ししていくこ

とが重要です。 

   また、我が国は、ＴＩＣＡＤ７において、米増産を含む農業の振興を支援する旨も

表明しており、この計画はこれを具体化するものでもあります。 

   次にスーダンの農業セクターの開発の現状・課題、本計画の位置づけについて申し

上げます。スーダンにおいて、農業はＧＤＰの約３０％、輸出の約５０％、雇用人口

の約４０％を抱える基幹産業ですが、施設の整備不足や老朽化等のために、農業生産

性は長期にわたり停滞しており、小麦をはじめとする農産物の多くを輸入に依存して

いる状態です。 

   スーダンの暫定政府は、民主化やマクロ経済改革に加え、若者の雇用機会の創出や

農業を中心とする産業多角化を通じた経済復興と成長を重視しており、昨年以降開催

されているスーダン支援国会合においても、優先分野として示されています。 

   この計画の対象であるリバーナイル州においては、小麦や果樹、野菜等の多様なか

んがい農業が行われていますが、かんがい施設の老朽化が進み、施設機能が低下して

いることから、用水不足により栽培面積が限定され、収穫量が低迷するなど、営農活

動の支障となっています。 

   この計画は、リバーナイル州において、既存のかんがいポンプ設備の更新・改修及

び用水路を含むかんがい施設の維持管理機材の供与により、安定的なかんがい用水の

供給を図り、農業生産性の向上、ひいては農業所得の向上及び雇用創出に寄与するも

のであり、スーダン暫定政権が掲げる優先課題の改善に協力するものです。 

   次に各委員の方々からいただいた質問、コメントへの回答について申し上げます。 

●  最初に道傳委員からいただきました、先日の暫定政権と反政府勢力による和平合意

への署名と、スーダンの西部ダルフール地方などの紛争終結に向けた今後の影響につ

いての御質問です。 

   １０月３日、南スーダンの首都ジュバにおいて、南スーダン政府の仲介の下、スー

ダン暫定政府及びスーダン革命戦線が和平協定の最終案に署名を行いました。日本と

しては、スーダン暫定政府の取組を評価するとともに、将来の民政移管への実現に向

けた大きな前進となる今般の協定成立を歓迎する立場で、外務報道官談話も発出して

おります。 

   現在、スーダンの反政府武装勢力は、今般、暫定政府と和平合意に署名したグルー

プのほかに、現在、暫定政府と和平合意の交渉を行っているグループ、そして、暫定

政府と和平交渉のテーブルについていないグループの３グループに分かれており、今

後、ダルフール地方の紛争の完全終結のためには、今般の和平合意への署名に参加し

ていない二つの武装グループが参加する、包括的な和平合意の締結を目指す必要があ
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ると承知しております。 

●  次に、大エチオピア・ルネサンス・ダムをめぐる西田委員からの御質問についてお

答えします。大エチオピア・ルネサンス・ダムをめぐっては、エジプト・スーダン両

政府とエチオピア政府が対立していると理解しております。この現状についてのスー

ダン政府の立場に関してお知らせくださいとのお尋ねです。 

   第三国同士の関係ではありますけれども、日本としての一定の見解を申し上げます

と、大エチオピア・ルネサンス・ダムは、スーダンにとって青ナイル川の水量の適正

管理や氾濫防止といった利点もある一方で、水量の減少の可能性やそれに伴う国民生

活及び経済活動への影響といった懸念点も考えられるかと思います。そのため、スー

ダン政府としては、当該３か国、エジプト、スーダン、エチオピアの間で法的拘束力

のある国際約束を締結した上で、ダムが適切に運用されることを期待しているものと

承知しております。したがいまして、今後、これらの国の間で調整が続けられていく

ものであると認識しております。 

   外務省からは以上です。 

 

○ 内田ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第一課長 それでは、ＪＩＣＡから回答させていた

だきます。ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第一課の課長をしております、内田と申しま

す。本日は、どうぞよろしくお願いします。 

●  こちらからは、西田委員と竹原委員からございました、大エチオピア・ルネサンス・

ダムについての御質問に回答させていただきます。大エチオピア・ルネサンス・ダム

の運用につきましては、関係国間で協議中と承知しております。リバーナイル州にお

けるかんがいへの影響は、当該ダムの貯水、放流計画等の運用方法にもよることから、

注視していきます。 

   一方で、河川流量の減少が与えるこの事業の取水計画への影響は、次の２点の理由

から相対的に少ないと考えております。 

   １点目。本計画では、当初計画の取水量の回復を行うものでして、計画取水量の増

加は伴わないことになっております。 

   ２点目。報道ベースではありますけれども、スーダンでは、現行のナイル協定で定

められた取水量を使い切っていないとのことです。 

   これらの理由から、相対的に影響は少ないと考えております。 

   次に田辺委員からいただきました、ナイル川の取水をめぐっての周辺国の対立につ

いての御質問ですけれども、本事業は州営のかんがい施設における老朽化した既存か

んがいポンプの改修を通じて、ポンプ設置時の計画水量の復旧を行うものです。かん

がい施設の新設はありませんので、追加的な水利権の調整は不要だと考えております。

そのため、周辺国の外交関係に悪影響を及ぼす可能性は、極めて低いのではないかと

考えております。 
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●  次に事業概要についての御質問に移らせていただきます。 

   田辺委員と岩城委員からいただきました計画取水量、ポンプのカバー率などに関す

る御質問です。本計画の対象となる州営のかんがい施設は、リバーナイル州には３８

か所ございます。それぞれに係る年間計画取水量のデータは、現時点では未入手のた

め、これらについては協力準備調査を通じて確認することにしたいと思います。 

   なお、リバーナイル州におけるポンプ１基当たり計画取水量は、現状、毎秒ごとに

０．８～１立米で設定されておりまして、ポンプ数は１か所当たり２～１９基といっ

た幅がございます。調査を通じまして、それぞれのかんがい面積に応じた使用ですと

か、ポンプ数を適用する予定でおります。 

   また、カバー率に係る各地区の定量データも現時点ではございませんが、現地で活

動したかんがい専門家によれば、各地区に設置されているポンプの半数程度が老朽化

などの理由によって稼働していないとのことですので、平均すれば、半分以下の取水

量と推察されます。こちらについても、協力準備調査を通じて確認する予定です。 

●  次に岩城委員からいただきました、ポートスーダンの輸出能力強化計画との連携等

の検討についての御質問ですけれども、回答といたしましては、技術協力プロジェク

ト「リバーナイル州市場指向型農業及びかんがいスキーム運営能力強化プロジェクト」

を実施予定でございまして、農作物に係る生産性向上や国内市場及び海外市場を指向

した付加価値型農業の推進について取り組む予定となっております。ポートスーダン

等を通じた輸出能力強化につきましては、調査等の実施可能性について検討したいと

思っております。なお、こちらの技術協力プロジェクトは、今年度中に実施を開始す

る予定です。 

●  次に松本委員からいただいた御質問です。食料生産基盤整備計画の対象地域とは異

なるのかを確認したいということなのですけれども、当該計画の対象地域でありまし

たアリアブ地区とキティアブ地区は、先行事業でポンプ場の改修を日本の無償資金協

力でやっておりますので、今回計画している事業からは外しております。本計画では、

協力準備調査を通じて、面積４００ヘクタール以上の州営のかんがい施設を中心に、

１０か所程度選定することを予定しておりまして、現時点では受益人口やかんがい面

積は未定となっております。 

●  松本委員からの御質問で、案件概要書の先行事例の教訓を生かすことは重要という

ことで、３点御質問をいただいておりますが、配水の確実性、水利組合の運営管理、

また、ポンプ場の安定稼働のための電力供給ということなのですけれども、こちらに

関しましては、先行して行っておりました無償の事業、あるいは技術協力プロジェク

トを通じて確認したところ、いずれも大きな問題はないということで確認しておりま

す。エンドライン調査をいたしましたところ、９割以上の農家が配水について問題な

いとしていることからも、大きな問題はないと認識しております。 

   また、技術協力プロジェクトでは、実際に水利組合の能力強化もいたしまして、運
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営、維持管理に関しましては、引き続き、そういった能力強化をすることで、強化し

ていきたいと思っております。 

   次に、気候変動、洪水対策に係る御質問についてお答えさせていただきます。 

●  田辺委員から、川の水量低下が生じる可能性、気候変動への適応についての御質問

がございました。 

   回答といたしましては、ナイル川の水位変動へ対応するために、本計画では、フロ

ーティング式のかんがいポンプでの作業を想定しております。気候変動によるナイル

川の流量減少の可能性は、否定はできませんけれども、河川流量の減少が与える取水

計画への影響は、先ほど御説明させていただきましたとおり、相対的に少なく、影響

は限定的だと考えております。 

●  次に松本委員からの御質問です。今年９月発生いたしました、ナイル川沿いの大洪

水についての御質問です。 

   こちらに関しましては、御指摘いただきましたとおり、将来的な洪水被害発生の可

能性を踏まえたポンプの設置方法ですとか、あるいは設置箇所の選定などについて、

慎重な検討が必要であると認識しております。よって、先行事業を通じて得ました洪

水を含む河川水位の変動に係る解析、また、河川形状や地質などを踏まえたポンプ設

置箇所や固定方法の選定、最後に洪水発生を想定した水流水圧の確保といった教訓も

生かしつつ、これらを整備していく予定でございます。本計画は、農業生産性向上、

ひいては農業所得の向上及び雇用創出に寄与することを目的としておりまして、今般

の洪水被害の被災者、被災地域に対する復旧・復興支援の要素も含まれていると考え

ております。 

●  次に道傳委員からの御質問です。こちらも洪水の復興状況ということで、８７万人

余りの被災者が発生したと今回の洪水では言われております。ただ、１０月に入りま

して、雨季が終わりつつございますので、その結果、水位低下が見られております。 

   他方で、被災地では引き続き住居を失った人々への緊急シェルターや食料生産品の

供給、感染症予防、安全な飲み水の提供などの衛生環境の整備が求められています。

スーダンでは、洪水発生以前から、コロナ禍の影響、外貨不足等に伴う物価高騰が大

きな問題となっておりまして、被災地を含めた国民全体の生活が苦しい状況というの

は、特に変わっておりません。こういった現場のニーズに対しましては、日本により

緊急援助、テント等６トンの物資供与をいたしましたが、こういった緊急援助のほか、

各国による物資、資金支援が行われておりまして、国連のＷＦＰ、ＷＨＯ、ＵＮＨＣ

Ｒ、ＵＮＩＣＥＦ等の国際機関が緊急支援を実施している最中です。 

●  最後に竹原委員からの御質問です。スーダンにおける大雨と洪水について、農地を

含めて大きな被害が発生しているようだが、計画の見直し等の可能性はとのことです

が、こちらにつきましては、協力準備調査を通じまして、状況確認を踏まえ、ポンプ

場の仕様や設置箇所などに係る技術的検討を進めていく予定でおります。 
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   以上、御質問に対する回答とさせていただきます。ありがとうございました。 

 

○ 小川座長 どうもありがとうございました。 

   それでは、ただいまの説明者からの説明について、追加で御質問、御意見がある委

員は、御発言をお願いいたします。松本委員、お願いします。 

 

○ 松本委員 ありがとうございます。 

   私が質問させていただいた部分については、大変よく分かりましたし、今、洪水の

被害がひどい状況で、適切に対応されるということなので、理解をいたしました。 

   一方、他の委員の方々が指摘されているナイル協定に対する御回答に質問をさせて

いただきたいのですが、確かに協定の範囲内であれば、国家間の問題としては生じな

い可能性が高いという御説明は理解ができる一方、現実のナイル川の水量などとの関

係で、これまで取水量をそれだけ取ってこなかったにもかかわらず、ここへ来て、こ

の事業によって、たとえナイル協定の範囲内だとしても、取水量が増加することを考

えた場合、それに対しては実害というか、それによって実際に目に見えて水量が減っ

た場合、協定の範囲内だからといって、文句を言っているほうがおかしいともなかな

か言い切れないと思うのですが、そこは実際どういう影響が起きるのかというのは、

協力準備調査で把握される予定なのでしょうか。 

 

○ 内田ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第一課長 そういった点も含めまして、検討させて

いただきたいと思います。 

 

○ 松本委員 分かりました。ナイル協定をめぐっては、様々な問題も起きますので、協

定があるからということで、あまり安心をせずに、対応していただきたいと思ってい

ます。ありがとうございました。 

 

○ 内田ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第一課長 ありがとうございました。 

 

○ 小川座長 ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。岩城委員、お願いします。 

 

○ 岩城委員 私も今の松本さんの御質問を聞いていて、大変細かい点なのですけれども、

私から聞かせていただいた５０％から１００％に取水量が増えるというところなので

すが、計画では１００％だけれども、そこまで取り切れていないので、５０％から１

００％に上げるということは、今、取れていない分を取るといった理解もあり得るも

のなのでしょうか。大変細かい質問です。 
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○ 内田ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第一課長 もともとかんがいポンプを設置したとき

は、当然ながら１００％取水できていて、老朽化などにより取水量がどんどん減って

きている。今回改修をすることによって、それがまた１００％になるということです

ので、見方によっては、今、岩城委員が御指摘になったような解釈のされ方もあり得

ると考えておりますので、先ほどの松本委員からの御指摘も踏まえまして、協力準備

調査で丁寧な検討をさせていただけたらと思っております。 

 

○ 小川座長 よろしいでしょうか。 

 

○ 岩城委員 分かりました。ありがとうございます。 

 

○ 小川座長 松本委員、どうぞ。 

 

○ 松本委員 手短にいたします。今のところなのですが、具体的にということで、私は

メコン川流域が専門なのですけれども、その場合も取水量が減っていたり、もともと

予定していた水の量を使っていなかったから、その水を周辺の農民の人たちが使った

り、様々な利用を現実的には行っている。例えばナイル協定に達しない時間が長けれ

ば長いほど、人々はもはやその水量を前提に生活している可能性が十分あって、あな

たたちは協定よりも水を取り過ぎているとか、ほかの国も使う権利があると言っても、

生活には支障が生まれてきますし、しかも、それは越境的な影響にもつながる可能性

がありますので、具体的に起き得る話として、そういうことを気にしながら、他の国

との調整も促しながら、慎重に調査をしていただきたいと思います。 

   以上です。 

 

○ 内田ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第一課長 ありがとうございます。承知いたしまし

た。 

 

○ 小川座長 ほかはいかがでしょうか。道傳委員、お願いします。 

 

○ 道傳委員 基本的な質問でございますけれども、何年か前にスーダンは現地の取材を

したことがございます。実際に紛争の現場に行ったわけではないのですけれども、ど

こを訪ねても、水の問題は喫緊の課題であるということを、１週間、２週間の取材で

も実感して戻ってまいりました。 

   スーダンというのは、地図を見ても分かるとおり、アフリカの中でも有数の大国で

あります。先ほども和平協定の調印についての御説明ありがとうございました。そう

した中で、国の安定と平和のために、とても大事なフェーズを迎えているのではない



19 

 

かと思うのですけれども、そういったときに日本からこういった形での治水や水の供

給という、とても大事なベーシックニーズのところに関わる支援がスーダンに対して

なされるときに、国に対してのポジティブなメッセージ性があるのではないかと期待

をしたいのですが、つまり安定に資する支援であるということです。平和の配当をス

ーダンの人たちが実感することができる支援であるという、そんなふうに受け止めた

いと思うのですけれども、その辺りはいかがでしょうか。 

 

○ 黒宮外務省国別開発協力第三課長 外務省からお答えします。まさにスーダンにつき

ましては、日本のみならず、国際社会全体が非常に高い関心を持っておりまして、例

えば今年の６月には、ドイツと国連とスーダンが共催になって、スーダン・パートナ

ーシップ会合が開かれておりまして、そういう中で、様々な国が今後のスーダンの支

援に関してコミット、約束をしている。そういう状況の中で、日本としても、この会

合でスーダンのこれからの人道状況の改善と開発の促進についてしっかりと支援をし

ていく、そういう表明をしております。今回の支援もまさにその約束の一環ですので、

このような支援も含めて、今後スーダンの国づくりのために、いろいろな支援をやっ

ていきたいと考えているところであります。 

 

(3)  セネガル「国立水産検査所建設計画準備調査」(無償) 

 

○ 小川座長 ほかに御質問、御意見がある方は、お願いいたします。よろしいでしょう

か。 

   どうもありがとうございました。 

   それでは、最後の案件ですが、セネガルの国立水産検査所建設計画準備調査、プロ

ジェクト形成（無償）について、説明者から外交的意義の説明及び委員のコメントに

対する回答をお願いいたします。 

 

○ 黒宮外務省国別開発協力第三課長 引き続きまして、国別開発協力第三課長の黒宮で

す。よろしくお願いいたします。 

   事業の概要ですけれども、セネガルのダカール州ジャムニャージョ新都心において、

水産検査所の建設及び検査機材の整備を行うことで、セネガルにおける水産物の検査

体制の強化を図り、それによってセネガルの輸出水産物の安全性・付加価値の向上及

び輸出の促進・安定化に寄与するものです。 

●  外交的意義といたしましては、セネガルは、国際場裏において、日本と緊密な協力

関係にある友好国です。また、特にダカールは、西アフリカにおける流通・経済活動

の地域拠点であり、日本の企業がこの地域へ進出する際の玄関口として重要な国であ
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り、開発協力の実施による協力関係の維持・強化は非常に重要です。 

   また、我が国は、ＴＩＣＡＤ７において、アフリカにおけるブルーエコノミーの発

展を支援する旨表明しており、この計画はこれを具体化するものです。 

   次にセネガルの水産セクターの開発の現状・課題、本計画の位置づけについて申し

上げます。セネガルは、大西洋の好漁場を持つアフリカ地域有数の水産国で、伝統的

に水産業が盛んです。セネガルの水産物の輸出量及び輸出額は、近年拡大傾向にあり、

輸出量は約２４万トンで、アフリカ地域第４位、輸出額は約４億８０００万米ドルで、

アフリカ地域で第７位になります。水産物の輸出額は、セネガルの輸出総額の約１２％

に相当する規模で、水産物の輸出拡大はセネガルのマクロ経済の成長に大きく寄与し

ています。 

   一方で、セネガルの水産物の輸出に際しては、衛生検査を踏まえた輸出認証が必須

となりますけれども、セネガルはアフリカ地域の水産物輸出量上位５か国の中で、唯

一、水産物の衛生検査を包括的に行う公的機関を有しておりません。そのため、現在

は外部の検査機関に検査を委託している状況であり、検査項目が限定的であるなど、

検査体制が十分に整っていないことから、適切かつ統一的な検査手法、検査基準を遵

守した公的な水産検査所の設置が課題となっています。 

   セネガルの国家開発計画であるセネガル新興計画においては、水産がセネガルの重

要な産業であることが述べられた上で、水揚げ後の水産物の管理体制の不備が指摘さ

れており、また、水産分野政策書簡、これは２０１６年から２０２３年を対象にした

ものですけれども、それにおいては、水揚げ後の水産物の適切な管理を通じた水産物

の付加価値化による輸出促進が目標の一つとして掲げられています。 

   この計画は、セネガルに国立の水産検査所を建設し、セネガルにおける水産物の検

査体制を強化し、水産物の付加価値向上と輸出振興を図るものであり、セネガルの開

発計画及び水産セクター計画における優先事項を具体化するものです。 

   次に各委員の方々からの質問、コメントへの回答について申し上げます。 

●  最初に道傳委員からですが、持続的・包括的な成長のための支援ということで、セ

ネガルの外務大臣がＴＩＣＡＤで来日した際に、雇用の創出や民間投資の重要性を強

調していたところ、日本ならではの支援はどのようなものかという御質問です。 

   セネガルは、先ほど申し上げた新興計画において、経済基盤の整備及び産業の開発

を優先課題として挙げています。そういう意味で、我が国らしいというところで、持

続的経済成長の後押しということを、セネガルに対する開発協力の重点分野の一つと

しております。 

   その中で、特に産業人材の育成を含む経済発展のための基盤整備に関する支援が重

要であると考えて実施しております。産業人材の育成につきまして、例えばセネガル

では、日本の無償資金協力により建設した職業訓練センターにおいて、産業人材の育

成が行われています。このセンターに対しては、運営能力強化のための技術協力や変
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化する民間企業の人材ニーズに対応する、新しい訓練コース開設のための無償資金協

力も実施しています。また、このセンターにおいては、セネガル及び西アフリカ諸国

の職業訓練の講師に向けた訓練も実施しており、アフリカ自身による人材育成の促進

も支援しています。 

   この案件は、直接人材育成というわけではありませんけれども、セネガルにおける

水産物検査の検査体制を強化することで、輸出用水産物の安全性及び付加価値を向上

させて、輸出の向上及び安定化を図るもので、これによってセネガルの水産セクター

の持続的な成長が期待される、日本らしい支援だと考えております。 

●  次に松本委員からは、水産分野における協力ということで、日本はＩＷＣを２０１

９年６月末に脱退しているにもかかわらず、案件概要書でＩＷＣなどの国際場裡にお

けるセネガルとの協力関係の維持・強化を掲げている点についての御質問です。 

   日本は２０１９年にＩＷＣを脱退いたしましたけれども、ＩＷＣにオブザーバーと

して参加し、科学的調査結果を提供するなど、これまでと同様に国際機関と連携しな

がら科学的知見に基づく鯨類の資源管理に貢献していく考えです。そのためにも、水

産資源の持続的な利用という、我が国の立場を共有する国々との連携をさらに強化し

ていくことが重要だと考えており、水産分野における本件無償資金協力の実施を通じ

て、セネガルにおける水産分野の発展を促すとともに、我が国の漁業政策への理解向

上を期待するものです。 

   外務省からは以上です。 

 

○ 金田ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第四課長 続きまして、ＪＩＣＡアフリカ部アフリ

カ第四課長をしております、金田と申します。 

   ＪＩＣＡからの回答をさせていただきます。 

●  西田委員からは、ブルーエコノミーは幅広い分野を横断した包括的な概念であると

理解しておりますが、アフリカでの開発協力のパートナーとして日本の優位性及び課

題をお知らせくださいという御質問をいただきました。 

   ブルーエコノミーは幅広い分野を含みますけれども、水産分野は日本が優位性を有

している分野であると考えております。日本の水産業は、政府、漁業組合が一体とな

って取り組んできた資源管理や魚の品質、鮮度管理の徹底、そして、その土地ごとに

様々な加工方法等の特色がありまして、豊富な知見を有しております。この経験を基

に、アフリカにおいては、トップダウン式ではなく、政府と漁業者が共同で水産資源

の管理を行う共同資源管理、Ｃｏ－Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔや水産物の衛生管理を通じ

た付加価値の向上の取組等を推進しております。 

   また、ブルーエコノミー推進に向けた日本の課題といたしましては、観光開発など、

水産分野以外のセクター開発との連携強化が挙げられるかと思います。このため、水

産分野の協力においても、分野横断的な取組にも配慮してまいりたいと考えておりま
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す。 

●  次に道傳委員からいただきました御質問です。伝統的に水産業が盛んであり、日本

が１９７０年代からセネガルの水産業の基礎づくり支援に関わってきた中で、セネガ

ルはアフリカ有数の水産物輸出国でありながら、これまで衛生検査を包括的に行う公

的機関がなかったというのは、どのような事情からでしょうか。要請がなかったとい

うことでしょうかという御質問をいただいております。 

   これに関しましてですが、これまでも国立の水産検査所の必要性は、セネガル漁業・

海洋経済省の中で議論されてきたと認識しておりますが、水産検査所の設置以外に漁

獲、水揚げ、加工、運搬といった、国内における各バリューチェーン段階での衛生管

理がより大きな課題として存在しておりました。そこで、日本は、これまで資源管理

や水揚げ後の衛生、漁獲、水揚げ、加工の段階での品質向上、経済的価値の向上を優

先事項として支援してきた経緯がございます。現在、日本が協力した資源管理の考え

方について、セネガル政府内でも理解が浸透し、品質向上の活動も行われてきており、

さらにセネガル全般的に物流環境の改善も見られてきている状況になってまいりまし

た。今後さらに輸出に向けた水産物の供給力が高まることが予想されることから、こ

の時期を捉え、本計画を実施したいと考えております。 

●  次に連携の関連で、西田委員から御質問をいただきました。輸出先という観点では

日本への輸出増加や安全性確保も期待されますが、このプロジェクトからは欧州が最

も稗益することがうかがわれます。この点において、ＥＵは品質検査体制強化の指摘

をしておきながら、自らは何も支援しないという方針なのでしょうか。このプロジェ

クトにおいて、近年、多方面での関係強化を図る日本とＥＵ・欧州諸国の間で協力で

きること、あるいは彼らを巻き込んでさらなる開発効果を高めるような検討などはさ

れているのでしょうかという御質問をいただきました。 

   ＥＵに関しましては、資金提供という形で支援を行っていると承知しております。

セネガル政府はその資金を用いて、水揚げ場などの既存の水産施設における衛生環境

の改善や加工機材の整備等を行っていますが、大きなインフラ整備による支援は行っ

ていないと承知しております。 

   また、ＥＵは、その他、水産加工技術の向上や水産物のブランド化支援などの民間

セクター支援を実施しておりまして、これらの活動の中では、輸出向け水産物も扱う

ことから、本案件とも補完関係にあるものと考えております。 

●  それから、岩城委員から、世銀とインド政府が漁獲後の品質向上に関して支援して

いるとのことだが、具体的な支援内容と本案件の関係性につき、現時点で分かってい

る範囲で教えていただきたいというコメントをいただきました。 

   世銀は、地域経済への裨益を目標として、水揚げ後の水産物の品質向上支援、約１

５億円と承知していますが、これを行っておりまして、進捗については、今後確認し

てまいりたいと考えております。 
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   インドですけれども、約２０億円の借款事業を２０１７年に調印されたという認識

ですが、コールドチェーン整備計画を実施中でございます。主な水産拠点１９か所を

対象として、製氷機やトンネルフリーザー、冷凍庫、冷蔵庫などのほか、保冷トラッ

クの整備を行っています。 

   このように世銀やインドの支援によって、衛生、品質の管理がされた水産物が本検

査施設で衛生検査を受けることが可能になると考えております。 

●  それから、田辺委員からいただきました質問です。現在、セネガル沖で進行中の海

底ガス田開発による海洋汚染や水産物への影響についても、十分な計測ができていな

いということだが、具体的にはどのような事態が生じているのか。もし影響が生じて

いるのであれば、ガス田事業者が生態系回復のための負担を行うべきではないかとい

うコメントをいただいております。 

   ガス田開発についてですけれども、現在、計画が進められてはおりますが、ＣＯＶ

ＩＤ－１９の影響等もありまして、採掘はまだ開始されておらず、現時点では採掘に

よる海洋汚染等の影響は確認できていない状況です。一方で、今後、採掘が開始され

た場合、海洋汚染や水産物への影響が懸念され得るため、この影響を計測する必要は

あると考えております。 

   ガス田事業者の責任、負担については、セネガル政府と業者との間で整理がされて

いくものと考えております。 

   それから、建設予定地について、岩城委員と松本委員から質問をいただきました。 

●  岩城委員からは、本案件の建設予定地であるジャムニャージョ新都心の開発は同国

政府主導で進められているとのことだが、こちらの開発は予定どおりに進捗している

のか。電力の整備はされているとのことだが、その他インフラが安定するまで時間を

要することも予想されるが、本案件のスケジュールヘの影響はないのかという御質問

をいただきました。 

   建設予定地であるジャムニャージョ新都心地域は、近年、政府が一体の土地を取得

し、政府主導で開発が進められてきている地域でございまして、既に中央省庁の一部

が移転して、経済特区の建設、スタジアムの建設、研究機関の建設等が進められてい

る状況でございます。また、建設予定地近辺には、学校の建設も予定されているとこ

ろ、既存インフラの整備も既に着実に進んでいるものと認識しておりまして、これら

のインフラ敷設が難航して、本案件の実施スケジュールに影響を及ぼすような事態は、

現時点では考えにくいと認識しております。 

●  松本委員からは、検査所建設予定は現在どのような土地利用なのか。カテゴリー分

類はＣで問題ないかという御質問をいただきました。 

   本施設の建設予定地を含むジャムニャージョ新都心地域の一体は、政府が取得して

おりまして、この施設の建設予定地は、既に漁業・海洋経済省によって確保されてい

る状況でございます。元来、未開発地であったため、周辺住民等もおらず、住民移転
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や商業移転は想定されておりません。 

   また、保護区等にも該当しておらず、本施設で生じる汚水、廃棄物についても、環

境・持続可能な開発省のモニタリングの下で、政府が決めたルールに基づき処理され

るため、カテゴリー分類はＣと判断しております。 

   それから、運営、維持管理、技術協力の可能性についての御質問を何点かいただい

ております。 

●  西田委員からいただいた御質問で、衛生検査の実施において、現在は外部検査機関

に委託しているということなので、新設の国立水産検査所の職員はほぼ新規雇用にな

るものとうかがわれます。年間検査サンプル数を倍増させる見込であることからも、

一定の雇用が発生するのではないかと思いますが、その規模と地域経済への波及効果

をお知らせくださいという御質問をいただいております。 

   松本委員からも、検査所で業務に当たる専門家や職員はどのくらい確保できる見通

しなのか。人材育成と並行しなくて問題ないのかという御質問をいただいております。 

   施設に関する雇用についてですけれども、企業水産加工局からの聞き取り情報によ

りますと、現状、検査技師を１５名程度配置する予定になっておりまして、このうち

の一部は企業水産加工局の職員の異動によって対応する計画となっております。加え

て、当然事務員などの雇用も想定されますのが、人員計画については、協力準備調査

の中でさらに確認をしてまいりたいと考えております。 

   また、近辺に建設中の施設を含めますと、この地域で一定程度の直接的な経済効果

が見込まれるものと考えております。 

●  岩城委員から、現状の課題として、施設だけではなく、人員規模が小さい点も指摘

されているが、本案件ではソフト面ではどういった支援が計画されているのか。また、

過去の類似案件からの教訓として、モーリタニアの例が挙げられているが、長年、日

本が水産分野の支援を行っている国でも維持管理に関する課題があるとすると、同分

野への支援内容に関する見直しなどの検討はされているのかという御質問をいただい

ておりました。 

   先ほどの質問と併せて、人員体制と能力強化についてですけれども、ソフトコンポ

ーネントでの支援に加えまして、検査能力の強化を目指した技術支援を研修や留学支

援などを通して行うことを、協力準備調査の中で検討してまいりたいと考えておりま

す。 

   維持管理に関する課題については、機材のスペアパーツが入手し難いことや、予算

確保が難しいことなどが挙げられますけれども、協力準備調査の中でスペアパーツの

入手方法を考慮した機材を選定したり、中長期的に必要となるメンテナンス費用の計

画を提示することによって対応して、支援ニーズの高い水産分野に対して、継続的に

支援を行っていきたいと考えているところでございます。 

   最後にソフトコンポーネントの重要性についても触れられておりますが、企業水産
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加工局による運営、維持管理においては、特にどのような支援が必要だとお考えでし

ょうかという、西田委員からの御質問もいただいておりました。 

   無償資金協力の中で行うソフトコンポーネントとしては、機材の適切な使用、維持

管理に関する技術指導が中心となる見込みでございます。なお、本案件に限らず、一

般的に専門的な機材や高度な機材を整備する場合には、このような形でソフトコンポ

ーネントの支援を実施している状況にございます。 

   以上でございます。 

 

○ 小川座長 どうもありがとうございました。 

   それでは、ただいまの説明者からの説明について、追加で御質問、御意見がありま

す委員は、お願いいたします。西田委員、お願いします。 

 

○ 西田委員 西田です。 

   御説明ありがとうございました。概要は理解いたしました。 

   １点、ブルーエコノミーに関連する質問について、関連のコメントというか、質問

をさせていただければと思います。御回答いただいた際に、水産業が日本の優位性を

持っている部分というお話がありまして、政府と漁協の連携を通じた知見ですとか、

資源の共同管理、こういったものはＣｏ－Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ、ボトムアップのプ

ロセスで支援をされる。支援自体の考え方はいいのだと思うのですが、私自身、日本

の水産業は乱獲のし過ぎで、非常に危機に立たされている失敗のケースだという認識

がありまして、ちょっと違和感があったのです。一方で、セネガルでの漁業について

は、ひょっとしたら天然のものではなくて、養殖を中心に考えられているのかもしれ

ないと思ったのですけれども、こういった漁獲枠の規制ですとか、あるいは日本が得

た教訓といったものは、どういうふうに優位性の中でお考えなのか、教えていただけ

ますか。 

   以上です。 

 

○ 金田ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第四課長 ありがとうございます。ＪＩＣＡから回

答させていただきます。 

   ＪＩＣＡの専門家の指導なども踏まえて、禁漁期間を設けて、それによって資源を

恒久的に活用していく。そのほうが生産量が上がるということを実感していただきま

して、漁業組合が禁漁期間の提案をし、政府が提案に基づいて期間の設定だったり、

禁漁区域の設定などを行う形、実際にＣｏ－Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔという形で、資源

の管理がなされている状況にございます。 

 

○ 西田委員 分かりました。ありがとうございます。 
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○ 小川座長 ほかはいかがでしょうか。松本委員、お願いします。 

 

○ 松本委員 松本です。 

   御説明ありがとうございました。 

   最初のＩＷＣの関係でちょっと追加なのですけれども、非常に勉強になったという

か、オブザーバーとして参加されているということを今回認識いたしました。自分の

り認識不足だったと思います。 

   先般、核兵器禁止条約をめぐって、各報道機関の中では、正式に批准はできなくて

も、オブザーバーとして参加することによって、影響を保てないのかという議論があ

って、それを思い起こさせることだと思いました。それで追加的に外務省に伺いたい

のは、脱退をしたということはすごく報じられて、しかし、オブザーバーとして残っ

て、現加盟国に対して、無償資金協力もしながら、働きかけをしているということな

のですけれども、オブザーバーとしてそういう外交的な働きかけというのは、有効な

のかどうか。全く分からないのですが、オブザーバーという立場でも、外交的な働き

かけというのは可能なのかどうか。特に水産分野についてですけれども、教えていた

だきたいです。 

 

○ 黒宮外務省国別開発協力第三課長 ＩＷＣを所管している部署ではないので、実際の

現場を知るわけではないのですけれども、一般論として申し上げるならば、オブザー

バーであっても、国際会議の場に参加して、そこに参加している国などと個別に接触

をしたりして、話をすることはありますし、必ずしも会議に行くだけではなくて、日

常的に今度こういう会議が開かれるけれどもといって、本国ベースですとか、東京ベ

ースで、その国に対して、いろいろなアジェンダについて話をしたり、働きかけをす

る。そういう形で日本の立場をそういう国にも理解していただきつつ、間接的にそう

いう会議の場で、日本の立場を反映していくということは、外交上当然可能ですし、

そういうことも我々はやっていくだろうと思いますので、オブザーバーという形で影

響力を行使するということは、可能であろうと考えております。 

 

○ 松本委員 言い方は悪いかもしれませんが、脱退をすることによって、拘束はされな

い。しかし、オブザーバーとして、日本の主張というものは、加盟国を通じて反映さ

せる。そういうことが可能であるという理解でよろしいですか。 

 

○ 黒宮外務省国別開発協力第三課長 働きかけを行った国、それは第三国になりますけ

れども、そういう国にどういうふうに行動していただけるかというのは、その国の判

断にもなってくるので、そうなるように外交的働きかけをするというのが、恐らくお
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答えになると思います。できるかどうかではなくて、そうなるように努めるというこ

とだと思います。 

 

○ 松本委員 分かりました。理解いたしました。ありがとうございます。 

 

○ 小川座長 ほかはいかがでしょうか。岩城委員、お願いします。 

 

○ 岩城委員 詳しい御説明ありがとうございます。御説明を聞いた範囲では、理解がで

きました。 

●  ２点ございまして、立地の関係で、これも資料に写真を加えていただいたので、臨

場感がある形で現場の様子を見たところ、想定される土地は３，０００平米というこ

とで、そんなに莫大なものではないかと思うのですが、２枚の写真は草地でありまし

て、今の御説明ですと、スタジアムとか、研究所などが建ち始めているということな

のですが、そういったことは言葉での御説明はあるのですけれども、見た感じではそ

こまで想像できなかったところがあります。一般論で恐縮なのですけれども、新都心

でやるプロジェクトは、いろんなインフラとのコネクションみたいなものが懸念され

るものですから、引き続き心配しているという点だけは、コメントしていただきたい

と思います。 

●  ２点目なのですけれども、モーリタニアの例などを含めて、こういった検査機器、

精密機械系になればなるほど、スペアパーツであるとか、いわゆる予算の確保が問題

になって、保守点検、その後の修理とか、運営、維持に影響が出てくるという教訓が

出されているということは、書面にも出ているわけですけれども、一方で、これはほ

かの案件でもよく見られる事例だと思いますが、予算の確保やスペアパーツが入手し

やすいものをさらに拡大したような支援内容そのもの、いわゆる保守点検をターゲッ

トにした、外務省のプロジェクトのフォローアップ支援みたいなこととか、支援内容

そのものを見直すような動きは何か検討されているのかと思って、ここで聞かせてい

ただいた次第なのですけれども、そこら辺はいかがなものなのでしょうか。 

 

○ 金田ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第四課長 ありがとうございます。ＪＩＣＡからお

答えさせていただければと思います。 

   １点目の御質問ですけれども、写真はおっしゃるとおり、何もないような印象を受

けるかもしれませんが、私自身、現地に何度も行っておりますが、農業省などを含め

て、政府の庁舎も移転しておりまして、庁舎ビルが建っていたり、先ほどありました

スタジアムというか、アリーナと呼んでいますけれども、大きな建築物もございます。

さらに今度ダカールから鉄道も走るということで、鉄道の駅もできている状況でござ

いますので、この写真だけだと、今、おっしゃられたような印象をお受けになるのも、
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そのとおりだと思いますけれども、ダカールが狭くなってきておりますので、ジャム

ニャージョ自体は新都心としての役割を担うということで、かなり開発が進んでいる

状況にあるということは、御説明させていただければと思います。 

   ２点目については、一定程度高度な機材を必要とするような支援が想定されており

まして、抜本的な改善というか、変更については、私自身、今、答えを持ち合わせて

はいないのですけれども、その中で、これまでの教訓を踏まえて、しっかりとそれが

活用されるように、機材選びですとか、側面支援はしていきたいと考えているところ

でございます。 

 

○ 黒宮外務省国別開発協力第三課長 スペアパーツとか、それに類するものに関しては、

持続的な形で、相手国で調達できるようにするのが原則だと思いますけれども、どう

してもということであれば、いろいろな手段、例外的な手段があったりしますので、

そういう形で支援をする。スペアパーツを、フォローアップという形で支援をすると

いうことは、これまでもやってきておりますし、今後、必要であれば、既存のスキー

ムというか、制度というか、そういうものを使ってやっていく余地はある。ただ相手

国が自力でやってもらえるような形をつくることが、基本であろうと考えております。 

 

○ 岩城委員 分かりました。ありがとうございました。 

 

２ 事務局からの連絡 

 

○ 小川座長 ほかはいかがでしょうか。手は挙がっていないようなので、よろしいでし

ょうか。 

   本日は、三つの案件を議論させていただきました。 

   最後に、事務局から連絡事項について御発言をお願いいたします。 

 

○ 花田課長 ありがとうございました。 

   次回、第５４回の開発協力適正会議につきましては、事前の調整に従いまして、１

２月１７日木曜日に開催予定となっておりますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

   以上です。 

 

○ 小川座長 以上をもちまして、第５３回「開発協力適正会議」を終了いたします。本

日は御参加いただきまして、どうもありがとうございました。 

 


